
○地方独立行政法人法に基づく前橋工科大学に係る各種手続

　①設立団体が定める中期目標の策定への意見について
　②法人が定める中期計画の認可への意見について

　③各事業年度に係る業務の実績に関する評価について

　④中期目標期間の終了時の検討に当たっての意見について

中期計画の認可 

前橋市公立大学法人評価委員会が行う事務（平成30年度） 

  ①設立団体の長が定める中期目標の策定への意見（第25条） 

  ②法人が定める中期計画の認可への意見（第78条） 

  ③各事業年度に係る業務の実績の評価（第78条の2） 

  ④中期目標の期間の終了時の検討に当たっての意見（第79条の2） 

中期目標素案 

パブコメ 
議会の議決 

市長   5/21～6/18 

市長は、中期目標を定めるときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決

を経なければならない（法25条3項）。 

法人に指示 

公表 

市長は、中期目標を定め、法人に指示

するとともに、公表しなければならない

（法25条1項）。 

市長     ９月 

意見の事前聴取 意見の事前聴取 

評価委員会   １月 

中期計画の作成 公表 

法人 市長   ２月 法人   ２月 

市長は、法人に係る中期計画についての認可

をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会

の意見を聴かなければならない（法78条4項）。 

法人は、中期目標の指示を受けたときは、中期計画を作成し、

市長の認可を受けなければならない（法26条1項）。 

法人は、認可を受けたときは、遅

滞なく、その中期計画を公表しな

ければならない（法26条4項）。 

法人は、各事業年度における業務の実

績について、評価委員会の評価を受けな

ければならない（法78条の2第1項）。 

業務実績に関する 

報告書の提出 
業務実績に関する評価 法人への結果通知 

法人   ６月下旬 
評価委員会は、評価を行ったときは遅滞なくその評価結果を法人に

対して通知しなければならない（法78条の2第4項）。 

市長への結果報告 

公表 

評価委員会 

議会に報告 
評価委員会は、法人に対する通知を行ったときは遅滞なく市長に報

告するとともに、公表しなければならない（法78条の2第5項）。 

市長は、評価委員会から報告を受けたときは、その旨を議会に報

告しなければならない（法78条の2第6項）。 

市長    １０月中旬 

１０月 

市長は、中期目標の期間の終了時までに、法

人の業務を継続させる必要性、組織の在り方そ

の他その組織及び業務の全般にわたる検討を

行い、その結果に基づき、所要の措置を講ずる

ものとする（法79条の2第1項）。 
市長は、検討を行うに当たっては、評価委員会の

意見を聴かなければならない（法79条の2第2項）。 

市長は、検討の結果及び同項の規定により講ずる措置の内

容を公表しなければならない（法79条の2第3項）。 

評価委員会（事務局：行政管理課） 

中期目標期間終了時の検討 

意見の事前聴取 

評価委員会   １０月 

検討の結果に基づき法人へ措置 

公表 

市長 市長    １０月 

市長     ９月 

  資料３－３  

評価委員会に関わる主な地独法改正点 

 【新設】 

  評価委員会は、意見を述べたときはその内容を公表しなければならない（法11条3項）。 

 【削除】 

  市長は、財務諸表を承認しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない（旧法34条3項）。 

  市長は、利益処分の承認をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない（旧法40条5項）。 


